
 

 

 

教育委員会会議 定例会   

令和 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

提 出 議 案 綴 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山梨県教育委員会 

 

 



  １ 議      案 

第 ４８ 号 山梨県教育委員会事務局及び山梨県教育委員会の所管に属する教育機

関の職員の職の設置に関する規則等の一部を改正する規則 

 

第 ４９ 号 山梨県教育庁行政文書管理規程及び山梨県教育委員会事務局及び山梨

県教育委員会の所管に属する教育機関の職員の駐在に関する規程の一

部を改正する訓令 

  

    第 ５０ 号 知事の権限に属する事務の委任事務の変更について 

 

第 ５１ 号 教育委員会所属長等の人事について 

 

第 ５２ 号 「山梨県公立学校働き方改革取組方針」の策定について 

 

第 ５３ 号 山梨県教育委員会の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処

理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 

第 ５４ 号 山梨県教育職員旅費支給規程を廃止する訓令 

 

第 ５５ 号 山梨県教育委員会安全衛生管理規程の一部を改正する訓令 

 

第 ５６ 号 山梨県立高等学校学則及び山梨県教育職員免許に関する規則の一部を

改正する規則 

 

第 ５７ 号 山梨県教育職員免許に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

２ 報 告 事 項 

 （ １４ ） 県立学校事務長等の人事について 

 

 

  ３ その他報告 

 （ １９ ） 病気療養中のサポート学習に対する出欠の取扱いに関するガイドライ

ンの改定について 
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議案第 ４８ 号  

 

 山梨県教育委員会事務局及び山梨県教育委員会の所管に属する教育機関の職  

員の職の設置に関する規則等の一部を改正する規則    

 

 

［別途資料配付］  
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議案第 ４９ 号  

 

 山梨県教育庁行政文書管理規程及び山梨県教育委員会事務局及び山梨県教育  

委員会の所管に属する教育機関の職員の駐在に関する規程の一部を改正する訓  

令    

 

 

［別途資料配付］  
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議案第 ５０ 号  

 

 知事の権限に属する事務の委任事務の変更について    

 

 

［別途資料配付］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 

 

議案第 ５１ 号  

 

 教育委員会所属長等の人事について    

 

 

［別途資料配付］  
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議案第 ５２ 号  

 

 「山梨県公立学校働き方改革取組方針」の策定について  

 

 

提案理由  

 

 令和３年３月に策定した山梨県の公立学校における働き方改革取組方針の計

画期間が本年度で最終年度となることから、令和７年度を計画期間の始期とした

公立学校における働き方改革に関する新たな取組方針を定める必要がある。これ

が、この議案を提出する理由である。  

 

 



 

 

方針の概要 

教育庁総務課教育企画室 

題  名 「山梨県公立学校働き方改革取組方針」の策定について 

趣  旨 

令和３年３月に策定した山梨県の公立学校における働き方改革
に関する取組方針の計画期間が本年度で最終年度となることから、
令和７年度を計画期間の始期とした公立学校における働き方改革
に関する新たな取組方針を定める必要がある。 

内  容 

１ 働き方改革に関する主な取組の経緯 
○ 平成２９年３月「教員の多忙化改善に向けた取組方針」策定 

（計画期間：平成２９年度～令和２年度） 
○ 令和２年３月「山梨県立学校の教育職員の在校等時間の上限

等に関する方針」策定 
○ 令和３年３月「山梨県の公立学校における働き方改革取組方

針」策定   （計画期間：令和３年度～令和６年度） 

２ 方針の内容等 
○ 目的 

  ・全員が担当者である学校の働き方改革により、子供たちへの
よりよい教育を実現。教職員と子供たち、みんなのウェルビ
ーイングを実現 

  ・前例踏襲をよしとせず、教職員の働き方を絶えず柔軟に見直
し、修正主義で改善し続けていくことで、日々の生活や教職
員人生を豊かにし、自らの人間性・創造性・専門性を高めて
いく。 

 ○ 取組の期間 令和７年度～令和１１年度（５年間） 

 ○ 取組の重点項目 
①勤務状況の見える化・勤務時間管理の徹底 
②勤務時間・健康管理を意識した働き方の徹底 
③民間ノウハウの活用・学校の自律自走 
④校務の改善・効率化・明確化 
⑤部活動の地域展開・部活動指導の負担軽減 
⑥ＰＴＡ・地域・関係諸団体との連携 
★働き方改革により教職員の余白の時間を生み出し、子供主体

の授業への改善・効果的な教育活動を推進 

○ 数値目標 
  ①時間外在校等時間の縮減 
  ②子供と向き合う時間の確保 
  ③部活動における教員の負担軽減 
  ④一人ひとりの主体的な取組の推進 
  ⑤働きがいの向上 

○ 取組の追加･変更･見直し（基本的に３年後に検証･見直し） 

施行期日  令和７年４月１日から適用する。 

留 意 点  なし 

参考事項   なし 
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議案第 ５３ 号  

 

 

山梨県教育委員会の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する

事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 

 

提案理由 

山梨県教育委員会の事務処理の特例に関する条例及び山梨県学校職員の給与

に関する規則の一部改正に伴い、市町村が処理する事務の範囲について所要の

改正を行う必要がある。 
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規則の概要 

教育庁福利給与課 

題  名 
山梨県教育委員会の事務処理の特例に関する条例に基づき市町

村が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

趣  旨 

山梨県教育委員会の事務処理の特例に関する条例及び山梨県学

校職員の給与に関する規則の一部改正に伴い、市町村が処理する事

務の範囲について所要の改正を行う必要がある。 

内  容 

１ 改正の背景等 

 ○ 令和７年２月議会において、山梨県教育委員会の事務処理の

特例に関する条例が改正され、①市町村が処理する事務の範囲

から「扶養親族の届出の受理」に関する事務が削除されるとと

もに、②当該事務の市町村への委譲は、他の手当に関する事務

と同様に、教育委員会規則で定めるものとされた。（令和７年

４月１日施行） 

 ○ 県費負担教職員に係る「扶養親族の届出の受理」に関する事

務については、引き続き、市町村が担当することが妥当である。 

 ○ このため、市町村が処理する事務の範囲について、所要の改

正を行う必要がある。 

 

２ 改正の内容 

○ 市町村が処理する事務の範囲に「扶養親族の届出の受理」に

関する事務を加える。 

○ その他規定の整理を行う。 

施行期日  令和７年４月１日から施行する。 

留 意 点 なし 

参考事項  なし 
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議案第 ５４ 号  

 

 

山梨県教育職員旅費支給規程を廃止する訓令 

 

 

提案理由 

山梨県職員旅費条例の一部改正に伴い、山梨県教育職員旅費支給規程を廃止

する必要がある。 
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訓令の概要 

           教育庁福利給与課 

題  名 山梨県教育職員旅費支給規程を廃止する訓令 

趣  旨 
山梨県職員旅費条例の一部改正に伴い、山梨県教育職員旅費支給規程

を廃止する必要がある。 

内  容 

１ 訓令廃止の背景等 

 ○ 令和７年２月議会において、山梨県職員旅費条例（以下「旅費条例」

という。）の一部が改正され、宿泊費を上限付き実費支給に変更する

等の旅費制度の見直しが行われた（同年４月１日施行）。 

 ○ 山梨県教育職員旅費支給規程（以下「旅費規程」という。）では、

日額旅費及び旅費の調整に関し必要な事項を定めることを目的として

いるが、旅費条例の改正により、日額旅費が廃止され、また、公用及び

私用自動車に関する旅費の規定が旅費条例中に規定されたことから、旅

費規程が不要となったため、旅費条例の改正に合わせ、旅費規程を廃止

する必要がある。 

 

２ 訓令の内容 

  旅費規程を廃止する。 

施行期日  令和７年４月１日から施行する。 

留 意 点   なし 

参考事項   なし 
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○山梨県教育職員旅費支給規程 

昭和三十六年七月二十七日 

山梨県教育委員会訓令甲第九号 

改正 昭和三八年五月六日教委訓令甲第一号 

昭和四一年一二月一五日教委訓令甲第四号 

昭和四四年八月四日教委訓令甲第五号 

昭和四五年三月三〇日教委訓令甲第一号 

昭和四五年八月二七日教委訓令甲第二号 

昭和四八年三月三一日教委訓令甲第二号 

昭和四八年八月一六日教委訓令甲第七号 

昭和四九年一〇月二九日教委訓令甲第七号 

昭和五〇年一月二七日教委訓令甲第三号 

昭和五一年一月二六日教委訓令甲第一号 

昭和五四年九月四日教委訓令甲第三号 

昭和五六年三月三〇日教委訓令甲第四号 

昭和五七年三月三一日教委訓令甲第三号 

昭和五八年三月二五日教委訓令甲第二号 

昭和六〇年一二月二一日教委訓令甲第一一号 

昭和六一年三月二七日教委訓令甲第一号 

昭和六二年三月三一日教委訓令甲第三号 

昭和六三年三月二八日教委訓令甲第三号 

平成元年三月三〇日教委訓令甲第三号 

平成二年七月一六日教委訓令甲第二号 

平成四年三月三〇日教委訓令甲第一号 

平成九年三月三一日教委訓令甲第五号 

平成一〇年三月三一日教委訓令甲第一号 

平成一七年三月三一日教委訓令甲第一号 

平成一七年三月三一日教委訓令甲第二号 

令和二年三月三一日教委訓令甲第二号 

庁中一般 

教育事務所 



（参考資料１） 

- 18 - 

 

県立図書館 

県総合教育センター 

県立学校 

公立小学校 

公立中学校 

山梨県教育職員旅費支給規程を次のように定める。 

山梨県教育職員旅費支給規程 

（趣旨） 

第一条 この訓令は、山梨県職員旅費条例（昭和三十二年山梨県条例第五十六号。以下「条

例」という。）の規定に基づき、教育庁及び県立の学校その他の教育機関の職員並びに市

町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定す

る職員（以下「職員」という。）の日額旅費及び旅費の調整に関して必要な事項を定める

ことを目的とする。 

（平一〇教委訓令甲一・全改） 

（日額旅費の支給を受ける者の範囲） 

第二条 職員が宿泊を要する連続八日以上の研修、講習その他これらに類する目的のため旅

行するときは、日額旅費を支給する。ただし、公務上の必要その他特別の事情により日額

旅費を支給することが適当と認めがたいときは、普通旅費の額により支給することができ

る。 

（昭四一教委訓令甲四・昭四四教委訓令甲五・昭四五教委訓令甲二・昭五六教委訓

令甲四・平一〇教委訓令甲一・平一七教委訓令甲二・一部改正） 

（日額旅費の額） 

第三条 前条の旅行の日額旅費は、別表の定額による。ただし、旅行の最終の日の日額旅費

の額は、百円とする。 

２ 前条の旅行中に、当該研修等が行われている場所以外の地へ演習、実習又は見学のため

に旅行する場合の日額旅費の額は、前項の規定にかからず、当該研修等が行われている場

所を在勤公署とみなし、次の各号に掲げる旅行の区分に応じ当該各号に定める金額とする。 

一 日帰りの旅行 前項に定める額に、条例に定める鉄道賃、船賃及び車賃（以下「運賃」

という。）に相当する額を加えた金額 

二 宿泊を要する旅行 宿泊する日については条例に定める運賃、宿泊料及び旅行雑費に

相当する額を合計した金額、最終の日については前号の日帰りの旅行の金額 
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（平一〇教委訓令甲一・全改、平一七教委訓令甲二・一部改正） 

（日額旅費を支給する旅行の鉄道賃等） 

第四条 日額旅費を支給する旅行（第三条第二項の旅行を除く。）については、用務先に到

着するまで及び用務終了後帰着するまでの運賃又は宿泊施設と研修等が行われる場所と

の間の運賃を第三条に規定する金額に加えて支給することができる。 

（平一〇教委訓令甲一・全改） 

（公用自動車を利用する場合の旅費） 

第五条 職員が公用自動車を利用して旅行する場合は、車賃を支給しない。 

（昭三八教委訓令甲一・一部改正、昭四一教委訓令甲四・旧第六条繰下、平一〇教

委訓令甲一・旧第七条繰上・一部改正、平一七教委訓令甲二・一部改正） 

（私用自動車を利用する場合の旅費） 

第六条 職員が私用自動車を利用して旅行する場合の車賃の額は、条例第十五条第一項に規

定する路程に応じた一キロメートル当たりの定額とする。 

（平一七教委訓令甲二・追加） 

附 則 

１ この訓令は、昭和三十六年八月一日から施行する。 

２ 山梨県教育職員旅費規程（昭和二十五年十月山梨県教育委員会訓令甲第六号）は、廃止

する。 

附 則（昭和三八年教委訓令甲第一号） 

この訓令は、公布の日から施行し、昭和三十八年四月一日以後に出発する旅行に適用する。 

附 則（昭和四一年教委訓令甲第四号） 

この訓令は、公布の日から施行し、昭和四十一年十一月一日以後出発する旅行から適用す

る。 

附 則（昭和四四年教委訓令甲第五号） 

この訓令は、公布の日から施行し、昭和四十四年四月一日から適用する。 

附 則（昭和四五年教委訓令甲第一号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、昭和四十五年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の訓令の規定は、この訓令の施行の日以後に出発する旅行から適

用し、同日前に出発した旅行については、なお、従前の例による。 
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附 則（昭和四五年教委訓令甲第二号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行し、昭和四十五年七月二十日から適用する。 

（経過規定） 

２ 改正後の山梨県教育職員旅費支給規程の規定は、この訓令の適用日以後に出発する旅行

から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（昭和四八年教委訓令甲第二号） 

この訓令は、昭和四十八年四月一日から施行する。 

附 則（昭和四八年教委訓令甲第七号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行し、昭和四十八年八月一日から適用する。 

（経過規定） 

２ 改正後の山梨県教育職員旅費支給規程の規定は、昭和四十八年八月一日以後に出発する

旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（昭和四九年教委訓令甲第七号） 

この訓令は、昭和四十九年十一月一日から施行する。 

附 則（昭和五〇年教委訓令甲第三号） 

この訓令は、公布の日から施行し、昭和五十年一月一日から適用する。 

附 則（昭和五一年教委訓令甲第一号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行し、昭和五十一年一月一日から適用する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の山梨県教育職員旅費支給規程の規定は、昭和五十一年一月一日

以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（昭和五四年教委訓令甲第三号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行し、昭和五十四年八月一日から適用する。 

（経過措置） 

２ 昭和五十四年七月三十一日以前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（昭和五六年教委訓令甲第四号） 

この訓令は、昭和五十六年四月一日から施行する。 
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附 則（昭和五七年教委訓令甲第三号） 

この訓令は、昭和五十七年四月一日から施行する。 

附 則（昭和五八年教委訓令甲第二号） 

この訓令は、昭和五十八年四月一日から施行する。 

附 則（昭和六〇年教委訓令甲第一一号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の山梨県教育職員旅費支給規程等の規定は、この訓令の施行日以

後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（昭和六一年教委訓令甲第一号） 

この訓令は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

附 則（昭和六二年教委訓令甲第三号） 

この訓令は、昭和六十二年四月一日から施行する。 

附 則（昭和六三年教委訓令甲第三号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、昭和六十三年四月一日から施行する。 

附 則（平成元年教委訓令甲第三号） 

この訓令は、平成元年四月一日から施行する。 

附 則（平成二年教委訓令甲第二号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の山梨県教育職員旅費支給規程第十条第二項、別表第一及び別表

第二の規定は、この訓令の施行の日以後に出発する旅行及び同日前に出発し、かつ、同日

以後に完了する旅行のうち同日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち

同日前の期間に対応する分及び同日前に完了した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（平成四年教委訓令甲第一号） 

この訓令は、平成四年四月一日から施行する。 

附 則（平成九年教委訓令甲第五号） 

（施行期日） 
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１ この訓令は、平成九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の山梨県教育職員旅費支給規程の規定は、この訓令の施行の日以

後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（平成一〇年教委訓令甲第一号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成十年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の山梨県教育職員旅費支給規程の規定は、この訓令の施行の日以

後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（平成一七年教委訓令甲第一号） 

この訓令は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成一七年教委訓令甲第二号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成十七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の山梨県教育職員旅費支給規程の規定は、この訓令の施行の日以

後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（令和二年教委訓令甲第二号） 

この訓令は、令和二年四月一日から施行する。 

別表（第三条関係） 

（平一七教委訓令甲二・全改） 

区分 日額 

三十日未満 七、八七〇円

三十日以上六十日未満 六、二九〇円

六十日以上 四、七二〇円
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訓令の概要 

           総務部人事課 

題  名 山梨県職員旅費支給規程を廃止する訓令 

趣  旨 
山梨県職員旅費条例の一部改正に伴い、山梨県職員旅費支給規程を廃

止する必要がある。 

内  容 

１ 訓令廃止の背景等 

 ○ 令和７年２月議会において、山梨県職員旅費条例（以下「旅費条例」

という。）の一部が改正され、宿泊費を上限付き実費支給に変更する

等の旅費制度の見直しが行われた（同年４月１日施行）。 

 ○ 山梨県職員旅費支給規程（以下「旅費規程」という。）では、日額

旅費及び旅費の調整に関し必要な事項を定めることを目的としている

が、旅費条例の改正により、日額旅費が廃止され、また、公用及び私用

自動車に関する旅費の規定が旅費条例中に規定されたことから、旅費規

程が不要となったため、旅費条例の改正に合わせ、旅費規程を廃止する

必要がある。 

 

２ 訓令の内容 

  旅費規程を廃止する。 

施行期日  令和７年４月１日から施行する。 

留 意 点   なし 

参考事項   なし 
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議案第 ５５ 号 

 

 

 

  山梨県教育委員会安全衛生管理規程の一部を改正する訓令 

 

 

 提案理由 

 

健康診断の種別及び検査項目の見直しに伴い、所要の改正を行う必要がある。  

これがこの議案を提出する理由である。 
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訓令の概要 

       教育庁福利給与課 

題  名 山梨県教育委員会安全衛生管理規程の一部を改正する訓令 

趣  旨 
 健康診断の種別及び検査項目の見直しに伴い、所要の改正を行う

必要がある。 

内  容 

 

１ 訓令改正の背景等 

 ○ 教育委員会では定期健康診断に加え、年齢等に合わせ各種検

診（健康づくり健康診断、４０歳未満生活習慣病健康診断、

生活習慣病健康診断）を実施することとなっている。 

○ これまで４０歳未満の教職員は、労働安全衛生規則で認めら

れている範囲で定期健康診断の検査項目の一部を省略してい

たが、若年層から健康意識を高め、健康の保持増進を図るこ

とを目的として、令和７年４月より各健康診断を一本化し、

全教職員一律の検査項目を受検することとする。  

○ 事務手続きの簡素化、デジタル化等を図るため、規程第１６

条、第１７条及び第２０条に関連する様式について、公印の押

印を省略する。 

○ このため、所要の改正を行う必要がある。 

 

２ 訓令改正の内容 

（１）健康診断の種別及び検査項目を改める。 

（２）様式第２号、第３号、第４号及び第５号を、押印を要しない

ものに改める。 

 

施行期日  令和７年４月１日から施行する。 

留 意 点 なし 

参考事項 なし 
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議案第 ５６ 号 

 

  山梨県立高等学校学則及び山梨県教育職員免許に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

提案理由 

 

山梨県収入証紙条例を廃止する等の条例の制定に伴い、山梨県高等学校学則及び山梨県

教育職員免許に関する規則の一部を改正する必要がある。これが、この議案を提出する理

由である。 
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規則の概要 

教育庁義務教育課 

教育庁高校教育課 

題  名 
山梨県立高等学校学則及び山梨県教育職員免許に関する規則の一部を

改正する規則 

趣  旨 
山梨県収入証紙条例を廃止する等の条例の制定に伴い、所要の改正を行

う必要がある。 

内  容 

１ 規則改正の背景等 

○ 令和７年２月定例県議会において、山梨県収入証紙条例を廃止する

等の条例が成立した（令和８年１月１日施行）。 

○ これにより、収入証紙が廃止され、県立学校入学審査料等の手数料

の納付方法が変更されることとなった。 

○ このため、収入証紙の貼付を前提とする規定を有する山梨県立高等 

 学校学則及び山梨県教育職員免許に関する規則について、所要の改正 

 を行う。 

 

２ 規則改正の内容 

（１）山梨県立高等学校学則の一部改正（第１条関係） 

ア 入学審査料の納付に関する規定を次のように改める。 

（現）入学審査料は、入学願書提出の際に納付しなければならない。 

（改）入学願書を提出しようとする者は、入学審査料を納付しなけ 

ればならない。 

イ その他規定の整理を行う。 

（２）山梨県教育職員免許に関する規則の一部改正（第２条関係） 

第１号様式～第１号様式の３、第８号様式～第１０号様式及び第 

１２号様式の「山梨県収入証紙貼付欄」を削除する。 

施行期日 令和８年１月１日から施行する。 

留意点 なし 

参考事項 なし 
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ybnalone8
テキストボックス
規則改正　 参考資料１ 




①山梨県収入証紙制度の廃止について
令和６年８月
出納局会計課

現状の手数料収納方法

・収入証紙 ・やまなしくらしねっと

・個別に定められた方法（個別システム）

・各種行政手続の手数料

・証明書の発行手数料 など

証紙による納付の主なもの

・手数料納付手段・証紙購入場所が限定

・購入場所と申請場所が異なる

・印刷、売りさばき手数料コストの上昇

・アナログかつ煩雑で非効率な消印事務

証紙制度の課題・問題点

利便性の低さ 非効率高コスト

スケジュール

いつでもどこでも納付可能に！

収入証紙売りさばき所 １２９カ所
山梨中央銀行 :６１支店
指定売りさばき所:６８カ所

交通安全協会、食品衛生協会、
行政書士会、猟友会 等

○申請庁舎でワンストップ手続き

県内コンビニ約４００店・全国各店で納付

全申請窓口でキャッシュレス納付

○

申請窓口で納付書即時発行
R8.9～コンビニ＆El-QR利用開始

制度廃止後の対応

ワンストップ化で利便性向上

行政手続きのＤＸ化

約２割のコスト削減

キャッシュレス決済・現金・電子収納

収納情報の電子管理

多様な収納方法の導入

POS(記録集計)レジ機能による管理

１

レジ設置箇所（想定）
現金・キャッシュレス併用レジ：本庁、合同庁舎
キャッシュレス専用レジ：希望窓口等

他自治体の廃止状況

・廃止 7自治体
埼玉県、東京都、京都府、大阪府、鳥取県
岡山県、広島県

・廃止予定検討 30自治体

新潟県（R6.8）、長崎県(R7.3)、福井県
(R7.4)、滋賀県(R8.3) 等

令和6年度 令和7年度 令和8年度

7月～ 2月 3月 4月 5月 11月 12月 1月 2月 3月 4月～ 9月～

財務会計
システム

証紙制度

レジ

県民等納入
義務者

証紙販売 ～Ｒ７．１２ Ｒ８．４～使用不可

Ｒ８．１～ レジ導入

証紙併用

廃止条例案

２月議会提出

廃止条例施行

（販売終了）

新たな手数料収納方法及び証紙制度廃止周知期間

新たな手数料収納方法及び証紙制度廃止の公表

廃止条例

公布

Ｒ８．４／１～還付対応

レジ導入に係る各調整、準備、契約手続き等

【旧】財務会計システム 【新】財務会計システム稼働

・コンビニ収納
・El-QRコードキャッシュ

レス決済
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議案第 ５７ 号 

 

  山梨県教育職員免許に関する規則の一部を改正する規則 

 

 

提案理由 

 

特定免許状失効者等に対する免許状の再授与対応のため、山梨県教育職員免許に関する

規則の一部を改正する必要がある。これが、この議案を提出する理由である。 
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規則の概要 

            教育庁義務教育課 

題  名 山梨県教育職員免許に関する規則の一部を改正する規則 

趣  旨 
特定免許状失効者等に対する免許状の再授与対応のため、所要の改

正を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内  容 

１ 規則改正の背景等 

 ○ 令和４年４月、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関

する法律が施行され、特定免許状失効者等※に教育職員免許状の再

授与を行う場合には、都道府県教育委員会が設置する教育職員免許

状再授与審査会において、出席委員の全会一致により再授与するこ

とが適当と認められた場合に限り再授与することができることと

された。 

※ 特定免許状失効者等：児童生徒性暴力等（児童、生徒等に対する性交、わ 

いせつ行為のほか、痴漢行為、盗撮行為、悪質なセクハラ等をいう。）を 

行ったことにより教育職員免許状が失効し、又は取り上げ処分を受けた者 

○ これを受け、文部科学省は、審査会で免許状の再授与が適当

と認められた人に対して発行される免許状には、根拠条文とな

る「教育職員免許法第１６条の２」を明記する必要があるとの

見解を示している。 

○ このため、山梨県教育職員免許に関する規則について、所要 

の改正を行う必要がある。 

 

２ 規則改正の内容 

（１）山梨県教育職員免許に関する規則第１１号様式の２中「第五 

条」を「（第 条）」に改める。 

（２）その他規定の整理を行う。 

施行期日  令和７年４月１日から施行する。 

留 意 点 なし 

参考事項 なし 
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報告事項 １４  

 

 県立学校事務長等の人事について  

 

 

［別途資料配付］  
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（令和７年３月２４日定例教育委員会） 課室名 特別支援教育・児童生徒支援課 

件 

名 

病気療養中のサポート学習に対する出欠の取扱いに関するガイドラインの改定について 

 

 

 

 

 

 

 

経 

 

緯 

○病気療養中の児童生徒が、病弱・身体虚弱特別支援学級として病院内に設置されている分 

校又は県立富士見支援学校及び同校旭分校（以下「院内分校等」という。）において教育 

を受ける際は、学籍の異動が基本。 

○しかし、次の場合については、本県独自の「サポート学習」として院内分校等において学

籍の異動を伴わずに教育保障を実施。 

①短期間入院する場合において、保護者等から在籍校を通じて希望があった場合 

②小・中学校卒業前に院内分校等から前籍校等へ学籍を異動した場合において、保護者

等から希望があった場合 

○②については、指導要録上の出席扱い、①については県教委通知により欠席扱い。 

○近県では、学籍の異動をせずに教育保障しているのが、９都県中５県。 

そのうち出席認定が１県、在籍校の校長判断が３県。欠席扱いが１県。 

○院内分校等、学校現場からは、全てのサポート学習を指導要録上の出席として取り扱える 

ようにガイドラインを改定してほしい旨の要望あり。 

○なお、不登校児童生徒については、本年８月に「指導要録上の出席扱い」等に関するガイ

ドラインを策定したところ。 

 

 

 

内 

 

容 

○病気療養児がサポート学習を受けた場合に、「指導要録上の出席扱い」ができるようにガ

イドラインを全面改定する。 

○次の全ての要件を満たすサポート学習については、当該病気療養児の在籍校の校長が、設

置者である教育委員会と協議のうえ、指導要録上「出席」として取り扱うことができるこ

ととする。 

・在籍校、院内分校等、医療機関及び保護者との間に十分な連携・協力関係が保たれてい

ること。 

・サポート学習が、学習の計画に基づき在籍校との十分な連携のもとに行われていること。 

・院内分校等が、病気療養中の児童生徒に対し、個別指導を行う等、在籍後への円滑な復

帰のために適切な支援を実施していること。 

 

その他報告 １９ 
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病気療養中の児童生徒に対する院内分校等における 

学籍の取扱い、学習支援及び指導要録上の出欠の扱いについて 

 
山梨県教育委員会 

 
１ 学籍の異動について 

・ 病気療養中の児童生徒が、病弱・身体虚弱特別支援学級として病院内に設置されている分校
又は県立富士見支援学校若しくは同校旭分校（以下「院内分校等」という。）において教育を受
ける際は、学籍の異動を基本とする。ただし、当該児童生徒が短期間の入院をする場合その他
これに類する場合は、この限りではない。（概要は項目２を参照） 

・ 短期間の入院とは、１か月程度の入院をいう。 

・ 私立の小・中学校における学籍の異動については、公立小・中学校と同様に対象児童生徒の
学齢簿がある市町村教育委員会を通じて行う。 
 

 

２ 院内分校等に学籍がない場合の学習支援について 

院内分校等は、次の場合においては、病気療養中の児童生徒が院内分校等に係る学籍がない
ときであっても、当該児童生徒に対して学習支援（以下「サポート学習」という。）を行うこ
とができる。 

（１）児童生徒が短期間の入院をする場合において、在籍校が当該児童生徒の保護者の依頼に
よりサポート学習の申請を行ったとき。 

（２）病気療養中の児童生徒が小・中学校卒業前に院内分校等から前籍校等へ学籍を異動した
場合において、在籍校が当該児童生徒の保護者の依頼によりサポート学習の申請を行った
とき。 

 

 

３ 学籍の異動に関する配慮事項 

・ 市町村（組合）教育委員会は、院内分校等へ学籍の異動が適当な児童生徒の転学事務処理を
迅速に行うとともに、当該処理に当たって保護者に負担がかからないよう配慮すること。 

・ 院内分校等は、学籍の異動の手続が完了していない児童生徒について、実際上教育を受けら
れるよう配慮するものとし、前籍校及び院内分校等を所管する教育委員会と十分に連携を図り、
学籍の異動の時期についても確認すること。 

・ 院内分校等と前籍校は、児童生徒が退院後に再び転籍すること（以下「復学」という。）を見
通し、学籍の異動後も密接に連携を図ること。 

・ 退院後に自宅療養が見込まれる児童生徒については、復学や他校への転学を見通し、学籍の
異動の時期について配慮すること。 

 

 

４ 指導要録上の出欠の扱い等について 

サポート学習が行われた場合において、次の全ての要件を満たすときは、在籍学校⻑は、当
該サポート学習の実施をもって指導要録上の出席扱いとすることができる。この場合において
は、在籍学校⻑は、あらかじめ設置者である教育委員会と協議するものとする。なお、指導要
録上の出席扱いとした場合における出席簿上の扱いについては、欠席とする。 

・ 在籍校、院内分校等、医療機関及び保護者との間に十分な連携・協力関係が保たれている
こと。 

・ サポート学習が、学習の計画に基づき在籍校との十分な連携のもとに行われていること。 

・ 院内分校等が、病気療養中の児童生徒に対し、個別指導を行う等、在籍校への円滑な復帰
のために適切な支援を実施していること。 
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５ 参考（病気療養中の児童生徒への支援に関する国の通知等） 

 
＊１「病気療養児の教育について（通知）」 

（平成６年１２月２１⽇付け⽂初特２９４号⽂部省初等中等教育局⻑通知） 
 

＊２「病気療養児に対する教育の充実について（通知）」 
（平成２５年３月４⽇付け２４初特支第２０号⽂部科学省初等中等教育局特別支援教育課⻑通知） 

 
＊３「障害のある子どもの教育支援の手引」 

（令和３年６月⽂部科学省初等中等教育局特別支援教育課） 
 

＊４「不登校児童生徒への支援の在り方について（通知）」 
（令和元年１０月２５⽇付け元⽂科初第６９８号⽂部科学省初等中等教育局⻑通知）及び別記１、２ 

 
＊５「小・中学校等における病気療養児に対するICT等を活用した学習活動を行った場合の指導

要録上の出欠の取扱い等について（通知）」 
（令和５年３月３１⽇付け４⽂科初第２５６５号⽂部科学省初等中等教育局⻑通知） 

 

＊６「病気療養児に関する実態調査」及び「特別支援教育体制整備状況調査等」の結果について
（周知） 

 （令和５年１０月２７⽇付け事務連絡 ⽂部科学省初等中等教育局特別支援教育課） 

 

*７『公立小・中学校における不登校児童生徒の「指導要録上の出席扱い」等に関するガイドラ
イン 
（令和６年８月山梨県教育委員会） 
 



サポート学習実施における指導要録上「出席扱い」の判断をするための
望ましい流れのイメージ図

医療

病気
療養児

保護者

病状の説明
教育保障についての説明

在籍
小中学校

院内分校
等

病状等 情報共有

院内分校等によるサポート学習
を希望する依頼

サポート学習の
実施

サポート学習の申請
学習計画の共有
情報交換

協議・判断

学習の記録
を送付

①

➁

④
⑤

⑥

③ 市町村（組合）
教育委員会

⑦

認定⑧
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